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令和２年度「平和の推進に関する施策の実施状況の報告」について 

 

本市の「平和の推進」の取組は、日本国憲法前文において、日本国民が「恒久の平和を

念願し、人間相互の関係を支配する崇高な理想を深く自覚」し、「われらの安全と生存を

保持しようと決意」していること、及び、同第９５条に基づいて制定された広島平和記念

都市建設法において、広島市長は、「恒久の平和を誠実に実現しようとする理想の象徴」

として「平和記念都市を完成することについて、不断の活動をしなければならない」とさ

れていることを重要な拠り所としたうえで、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現を目指すも

のである。また、核兵器廃絶と世界恒久平和を実現するためには、世界の為政者のリーダ

ーシップと、市民社会の幅広い支持・協働が不可欠であり、世界の市民社会が共通の価値

観に基づき協調する潮流を起こすことが極めて重要になる。こうした基本認識の下、平和

首長会議加盟都市と緊密な連携を取りながら、被爆者の「こんな思いを他の誰にもさせて

はならない」という普遍的・人道的メッセージを原点とした被爆の実相を「守り、広め、

伝える」ことを主眼とする取組を進めている。こうした中、「原子爆弾投下２周年の記念

日」に、広島市民が「厳粛に平和祭の式典」をあげ、「市民の熱烈なる平和愛好の信念を

披瀝」し、「平和確立への決意を新たに」するために第１回目が開催された平和記念式典

は、今や毎年８月６日に、原爆死没者への慰霊と核兵器のない平和な世界を願う「ヒロシ

マの心」を世界に向けて発信するための平和記念都市広島を象徴する重要な行事となって

いる。 

 

令和２年度においては、被爆７５年の節目を迎えたことや、東京２０２０オリンピック・ 

パラリンピック競技大会が開催予定であったことから、この機に核兵器廃絶に向けた機運

の醸成を図るための様々な取組を、平和首長会議加盟都市やＮＧＯ等との連携により実施

する予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大への対応により、多くの事業を中止ま

たは延期し、さらには平和記念資料館の臨時休館を余儀なくされた。こうした中、１０月

に核兵器禁止条約の発効が確定したことを受け、同条約の周知のための取組や、終期を迎

えた平和首長会議の２０２０ビジョンの総括とそれを踏まえた新ビジョンの策定に向け

た準備を進めるとともに、コロナ禍においても本市の「守り、広め、伝える」取組を停滞

させないために以下の取組を行った。 

 

⑴ （第７条第１号関係）核兵器の廃絶と世界恒久平和の実現を目指し、国内外の都市等

との連携を図るための施策では、国家ではなく、市民の安心・安全な生活を守る自治

体首長で構成する組織である平和首長会議の加盟都市と連携して、平和文化を振興す

るなど、核兵器廃絶に向けた国際世論の醸成に努めることにより、為政者の政策転換

を促す環境づくりに取り組んだ。 

 

⑵ （第７条第２号関係）市民等が、原子爆弾による被爆の実相への理解を深めるととも

に、平和について考え、平和の推進に関する活動を主体的に行うよう、平和意識の醸

成を図るための施策では、次代の平和活動を担う青少年の育成などを通して、都市を

構成する市民一人ひとりの意識の中に、平和を享受するための共通の価値観が形成さ

れるよう取り組んだ。 

 

⑶ （第７条第３号及び第４号関係）原子爆弾被爆者の体験及び平和への思いを世界に広

め、かつ、これらを次世代に確実に伝え続けるよう、被爆体験の継承及び伝承を図る

ための施策と、その他平和の推進を図るために必要な施策では、被爆者が高齢化する

中で、平和記念資料館の運営や被爆建物等の保存などにより、被爆者の思いや被爆体

験が着実に継承・伝承されるよう取り組んだ。
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世界平和の推進 

 

項    目 説           明 

 

２０２０年までの核兵器

廃絶を目指した取組の推進 

（第７条第１号関係） 

 

１ 核兵器廃絶に向けた国内外の世論の醸成【市民局】（5,888千円） 

⑴ ヒロシマ・ナガサキ原爆・平和展の開催（4,761千円） 

 米国ホノルル市及びハワイ郡ヒロ町において、長崎市と共同で原

爆・平和展を開催した。 

〔米国・ホノルル市〕 

・ 期 間：令和２年８月１３日～令和３年２月２７日 

・ 場 所：ホノルル市 戦艦ミズーリ記念館 

・ 入場者：約１万３，５００人 

〔米国・ハワイ郡ヒロ町〕 

・ 期 間：令和２年１２月７日～令和３年２月２７日 

・ 場 所：ハワイ郡ヒロ町 ハワイ大学ヒロ校 

・ 入場者：約１，０００人 

 

⑵ 「広島・長崎講座」設置協力プログラム（35千円） 

国内外の大学・大学院の講座で、広島及び長崎における被爆体験の

持つ意味を学術的に考察・検証し、伝えるものを「広島・長崎講座」

として認定するとともに、その普及を図った。 

  ・ これまでの認定大学数：国内５１大学、国外２４大学 

 

⑶ 国内ジャーナリスト研修（514千円） 

   国内の若手ジャーナリストを対象に、被爆の実相やヒロシマの心に

ついて総合的・体系的に学ぶ研修プログラムを開設し、研修の成果を

報道や論説活動を通して広く国内外に発信してもらった。 

  ・ 研修期間：令和２年７月２７日～令和２年８月７日 

・ 研修人数：６人 

 

⑷ 原爆写真展用資料の普及・活用その他（578千円） 

原爆展を開催する国内外の学校や各種平和団体、自治体等へ原爆写

真ポスターや映像資料等の貸出・提供を行った。 

なお、東京オリンピック・パラリンピックに合わせたヒロシマ・ナ

ガサキ原爆・平和展については、東京オリンピック・パラリンピック

の１年延期に伴い、開催を延期した。 

〔貸出点数〕 

・ ＤＶＤ等映像資料、絵、ポスター、絵本等：１３７点 
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項    目 説           明 

 

 

 

２ 平和首長会議の充実強化【市民局】（30,638千円） 

⑴ ２０２０ビジョンキャンペーンの展開（26,856千円） 

平和首長会議加盟都市の市民、ＮＧＯ等と連携して、２０２０年ま

での核兵器廃絶を目指す行動指針「２０２０ビジョン（核兵器廃絶の

ための緊急行動）」及びその具体的な取組を定めた「平和首長会議行動

計画（２０１７年－２０２０年）」に基づき、同ビジョンキャンペーン

の世界的な展開を図った。 

〔実施内容〕 

・ 「核兵器禁止条約」の早期締結を求める署名活動の展開 

・ 平和首長会議加盟都市等への被爆樹木の種・苗木の配付 

・ 子どもたちによる“平和なまち”絵画コンテストの実施 

・ メッセージビデオ“No more Hiroshima! No more Nagasaki!”の

配信 

・ 平和教育ウェビナー（オンラインでのセミナー）の開催 

・ 青少年ピースキャンドルの集いの開催 等 

 

⑵ 平和首長会議の体制強化（311千円） 

海外の各地域グループを管轄するリーダー都市が主催する会合等に

出席するとともに、その近隣のリーダー都市を訪問して意見交換等を

行う予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により派

遣は中止し、各国大使館訪問等を通じて、各地域での加盟拡大の協力

を依頼し、体制の強化を図った。 

 ・ 訪問大使館：アルゼンチン、ノルウェー、ニュージーランド、   

パラグアイ、モンゴル、タイ、インドネシア、ガーナ 

 

⑶ 世界平和都市連帯の呼びかけその他（3,471千円） 

平和首長会議への加盟要請や加盟都市間の情報共有等の平和首長会

議の運営を通して、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現に向けた国際世

論の醸成を図った。 

なお、第１０回平和首長会議総会については、新型コロナウイルス

感染症拡大の影響により、開催を１年延期した。 

    〔実施内容〕 

・ 未加盟都市への加盟要請 

・ 加盟都市の活動情報の収集及びホームページやフェイスブック、

ツイッターでの公表 

・ 加盟都市への広島市・長崎市の平和宣言文の送付 

・ 月刊メールマガジンの発行 等 

 

３ ＮＰＴ再検討会議等国際会議の誘致【市民局】（104千円） 

国（外務省）に出向き、ＮＰＴ再検討会議などの核軍縮・不拡散等に

関する様々な国際会議の開催動向等に関する情報収集を行うとともに、

核軍縮・不拡散等に関する様々な国際会議の広島開催や、世界の政治指

導者等の広島・長崎訪問の働き掛けを要請した。 
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項    目 説           明 

 

 

 

４ 平和宣言の発信【市民局】（1,622千円） 

平和宣言を広く国内外に発信した。 

 〔実施内容〕 

 ・ パネル（和文、英文）の作成、掲示 

 ・ 読み上げ動画（日本語、英語）の作成及びホームページでの発信 

 ・ 外国語８か国語（スペイン語、フランス語、ロシア語、中国語、    

アラビア語、ドイツ語、ハングル、ポルトガル語）への翻訳とホーム

ページへの掲載 

 ・ 平和宣言文の作成、配付及び送付 

  （和文：９，０００部、英文：３，０００部、点字：２２５部等） 

 

５ 国際平和シンポジウムの開催【市民局】（46千円） 

市民の平和意識の高揚と国内外への平和メッセージの発信のため、 

長崎市で開催したシンポジウム「核兵器廃絶への道 ～世界の危機に、

歩みを止めない～」に参加した。 

 ・ 期 日：令和２年８月１日 

 ・ 場 所：長崎原爆資料館ホール 

 

６ 青少年「平和と交流」支援事業【市民局】（875千円） 

平和首長会議の国内加盟都市の若手職員に対し、ヒロシマ平和行政実

務者研修を実施した。 

・ 研修期間：令和３年３月１８日～令和３年３月１９日 

・ 研修人数：１３人 

 

７ 国連見学ツアーガイド等のヒロシマ研修【市民局】（587千円） 

国連見学ツアーガイド等を広島に招へいし、被爆の実相を学んでもら

うとともに、被爆体験証言者及び職員を国連に派遣し、研修を実施する  

予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、招へい・

派遣を見合わせ、研修プログラムの一部をオンラインで実施した。 

 

８ 青少年国際平和未来会議の開催【教育委員会】（460千円） 

広島市の姉妹・友好都市等世界の国々の青少年と本市の青少年が互い

に世界平和について考え、意見を交換し合うことにより、友情と相互  

理解を深める会議をオンラインで開催した。 

・ 期 間：令和２年６月～令和３年３月（全５回） 

 ・ 参 加：７０人（９か国１１都市） 
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項    目 説           明 

 

平和意識の醸成 

（第７条第２号関係） 

 

１ 子どもたちの平和のメッセージの展示【市民局】（654千円） 

平和記念式典への参列等を目的に広島を訪れる青少年と広島の青少年

が、平和のメッセージの発表や意見交換を行うイベントを開催する予定

であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止した。 

代替事業として、広島市内外の青少年から平和への思いを込めたメッ

セージを集め、「子どもたちの平和のメッセージ展」を開催した。 

 ・ 期 日：令和２年８月６日 

 ・ 場 所：平和記念公園（平和記念資料館本館下ピロティ） 

 ・ 参 加：６０団体 

 

２ 中・高校生ピースクラブの開催【市民局】（497千円） 

中・高校生を対象に、被爆の実相等を学ぶ講座やワークショップなど

の学習の場を提供した。 

 ・ 期 間：令和２年５月～令和３年３月（全９回） 

 ・ 場 所：平和記念資料館など 

 ・ 参 加：中学生・高校生（２４人） 

 

３ ヒロシマ・ピースフォーラムの開催【市民局】（572千円） 

広島市立大学と連携し、１８歳以上で市内に在住又は通勤・通学して

いる人を対象とする連続講座を開催した。 

 ・ 期 間：令和２年１０月～１２月（土曜日、全５回） 

 ・ 場 所：平和記念資料館など 

 ・ 参 加：６０人（うち１８人は広島市立大学の学生） 

 

４ 折り鶴に託された思いを昇華させるための取組の推進【市民局】 

（1,575千円） 

「原爆の子の像」に国内外から捧げられた折り鶴を、折り鶴再生製品

の作成等に取り組む市民団体等に配付し昇華の取組を推進した。 

 ・ 配付団体：１９団体 

・ 受入数量：約７トン 

 ・ 使用量：約９．６トン 

 

５ 折り鶴ポストカードによるピースメール事業【市民局】（5,920千円） 

広島平和記念資料館に修学旅行や平和学習で訪れた児童・生徒等に対

し、見学後も平和への思いを思い出していただけるよう折り鶴再生グッ

ズ（しおり、ポストカード）を配付した。 

 ・ 入館者数（修学旅行等）８万８，８３０人 

 

６ キョウチクトウ及び被爆アオギリ二世苗木育成【都市整備局】 

（755千円） 

キョウチクトウ又は被爆アオギリ二世の苗木を修学旅行で広島を訪れ

た学校等に対し、希望に応じて配布した。 

 ・ キョウチクトウ:２７本 

 ・ 被爆アオギリ：１８２本 
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項    目 説           明 

 

 

 

７ 中学生による「伝える ＨＩＲＯＳＨＩＭＡ プロジェクト」の実施 

【教育委員会】（238千円） 

市内の中学校に通学する２・３年生の中からメッセージ発信者（メッ

センジャー）を２０名程度選出し、本市が進める平和教育、英語教育の

成果を生かし、中学生自らが考えた英語による平和のメッセージを伝え

る活動を通して、中学生の平和への意識の高揚や英語力の向上を図った。 

・ 参加人数：１，６５３名 

・ メッセンジャー：２３名 

・ 研修期間：令和２年７月１８日～令和２年８月８日 

 

８ こどもたちの平和学習推進事業【教育委員会】（3,342千円） 

平成２５年度より、児童生徒の発達段階に即した平和教育プログラム

による学習を推進するとともに、地域の被爆体験者を講師として招聘す

る「被爆体験を聴く会」や、平和記念日に焦点を当て、学校や地域の特

色を生かして行う「平和を考える集い」等の開催など被爆体験を原点と

する学習を進め、平和教育の充実を図った。 

 ・ 「平和教育プログラム」：全校実施（小・中・高） 

 ・ 「被爆体験を聴く会」実施回数：１８回（幼）、３９回（小）、１８

回（中）、３回（高） 

 ・ 「平和を考える集い」実施校数：１４１校（小）、６４校（中） 

 

９ 小・中・高校生によるヒロシマの継承と発信【教育委員会】（744千円） 

小学校６年生児童を対象とした平和についての意見を発表する「こど

もピースサミット」や、アメリカ、オーストラリア、長崎県にある学校

とテレビ会議等で平和メッセージを交流する「平和への誓いアクション

プログラム」などを実施し、平和について発信する機会の充実を図った。 

 ・ 「こどもピースサミット」参加人数：１万８９５名 

 ・ 「平和への誓いアクションプログラム」実施校数：６校（小）、２校

（中） 
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項    目 説           明 

 

被爆体験の継承・伝承 

その他 

（第７条第３号及び第４

号関係） 

 

１ 被爆建物等保存・継承の推進【市民局】（35,511千円） 

⑴ 民有建物等保存・継承事業補助（3,633千円） 

 民間の被爆建物所有者が行う保存工事等や被爆樹木の樹勢回復措置

等に係る費用について補助を行った。 

・ 被爆建物：三瀧寺三鬼権現堂 

・ 被爆樹木：浄西寺イチョウほか２件 

 

⑵ 被爆樹木モニタリング等事業（2,634千円） 

樹木医による被爆樹木モニタリング調査を行うとともに、本市所有

の被爆樹木について樹勢回復措置を行った。また、民有被爆樹木の所

有者に対し診断結果の報告をするとともに助言を行った。 

〔モニタリング調査〕 

・ 調査対象：４３本 

・ 調査結果：経過観察 ３９本、樹勢回復措置等対応要 ４本 

〔樹勢回復措置〕 

・ 広島城二の丸跡 ユーカリほか２本 

 

⑶ 被爆建物・被爆樹木めぐり（40千円） 

   被爆建物や被爆樹木を講師に解説してもらいながらめぐる見学ツア

ーを開催した。なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響により例年

２回春・秋に開催している被爆建物めぐりについては、秋のみ開催し

た。 

  〔被爆建物めぐり〕  

  ・ 期 日：令和２年１２月５日 

  ・ コース：旧広島陸軍被服支廠、旧広島高等学校講堂ほか１か所 

  ・ 参加人数：２９名 

  〔被爆樹木めぐり〕 

  ・ 期 日：令和２年１１月８日 

  ・ コース：二葉の里第二公園、鶴羽根神社ほか６か所  

  ・ 参加人数：２０名 

 

⑷ 広島大学旧理学部１号館に関する企画展の開催（1,012千円） 

被爆建物であり、かつての学都広島を象徴する建物である旧理学部

１号館をテーマに、企画展を開催した。 

・ 期 間：令和２年１１月１日～令和２年１１月１２日 

・ 場 所：旧日本銀行広島支店 

・ 来場者数：８７２名 

 

⑸ 旧中島地区被爆遺構の展示整備（25,585千円） 

 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により旧中島地区被爆遺構の

展示公開が当初の計画から１年遅れたが、令和３年度末の展示公開を

目指し、基本計画の策定、実施設計等を行った。 

 

⑹ 原爆被災説明板等補修その他（2,607千円） 

平和記念公園レストハウス（燃料会館）等の原爆被災説明板や「平

和の門」の修繕等を行った。 
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２ 平和記念資料館収蔵資料の保存措置の強化【市民局】（15,857千円） 

資料館本館の展示資料の入替を実施したほか、所蔵フィルムのデジタ

ルデータ化をはじめとする保存措置を講じた。また、被爆体験証言ビデ

オのテキストデータ化や多言語化を進め、順次ホームページでの公開や

You Tubeでの配信を行った。 

 

３ 被爆資料の収集等の強化【市民局】（1,078千円） 

被爆者やその遺族に、資料の寄贈を呼び掛けるとともに、国内外の博

物館・図書館等が所蔵する被爆関連写真や文献の調査・収集を行った。 

 

４ 平和記念資料館の発信力の強化【市民局】（1,499千円） 

英語字幕付被爆者証言ビデオを作成し、You Tubeで公開した。 

・ 英語字幕付被爆者証言ビデオの作成：２０本 

 

５ 平和学習講座【市民局】（200千円） 

講師を小・中・高等学校等に派遣し、平和学習を実施するとともに、

ウェブ会議システムを利用した講座を実施した。 

 ・ 実施回数：６３回 

 

６ ユースピースボランティア事業【市民局】（123千円） 

平和記念公園を訪れる外国人に対して被爆の実相を英語で伝えるボラ

ンティアガイドを育成し、その活動を支援した。 

・ 活動人数：２６人 

 

７ 広島平和文化センター事業助成【市民局】（249,214千円） 

公益財団法人広島平和文化センターが実施するヒロシマピースボラン

ティアなどの事業や法人の運営に必要な人件費等への助成を行った。 

 

８ 平和記念資料館ボランティアスタッフ活動支援事業【市民局】 

（2,096千円） 

広島平和記念資料館の各種事業に携わるボランティアスタッフ等の 

資質の向上を図るための研修を実施した。 

 ・ 実施回数：総合研修（４回）、英語研修（１５８回）、接遇研修（３

回）、ウェブ会議研修（４０回） 

 ・ 参加者数：延べ１，２３３人 

 

９ 海外でのウェブ会議システムによる被爆体験証言【市民局】（368千円） 

ウェブ会議システムによる被爆体験証言を行った。 

 ・ 実施回数：５か国１４都市・２３回 

 ・ 聴講者数：１，２９５人 

 

10 修学旅行生への被爆体験講話等【市民局】（12,528千円） 

被爆体験証言者による被爆体験講話や原爆記録ビデオ等の上映、ウェ

ブ会議システムを利用した講話を実施した。 

 ・ 実施件数：３９９件 

 ・ 参加人数：３万１，４９２人 
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11 被爆体験伝承者による伝承講話の実施【市民局】（2,567千円） 

広島平和記念資料館における伝承講話の定時開催は、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響により中止したが、市内会場への派遣及びウェブ

会議システムを利用した講話を実施した。 

・ 実施件数：１０９件 

・ 参加人数：１万９９３人 

 

12 被爆体験伝承者の養成【市民局】（686千円） 

  被爆体験伝承者としての活動を希望する者（研修生）に対し、進捗状

況に応じた研修（研修期間３年）を実施するなど被爆体験伝承者の養成

に取り組んだ。令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響によ

り養成研修が中断したため、１名を除き研修修了までは至らなかった。 

・ 研修生 ２３１名（内 令和２年度応募者 ４２名） 

 

13 原爆ドーム保存事業等基金への積立て【市民局】（145,946千円） 

原爆ドームの保存事業のほか被爆の実相を「守り、広め、伝える」   

事業の財源とするため、原爆ドーム保存事業寄附金、平和国際交流費 

寄附金、「ヒロシマから世界へ」ふるさと納税寄附金、平和記念資料館

観覧料改定に係る増収相当額等を基金に積み立てた。 

 

14 「ヒロシマから世界へ」ふるさと納税の推進【市民局】（205千円） 

平和の推進を目的として寄附していただいた方に対し「被爆体験証言

を収録したＤＶＤ」、「カープ坊やをデザインした折り鶴再生製品」など

を贈呈品とする「ふるさと納税」を推進した。 

 ・ ふるさと納税申出件数：４１件 

 

15 平和記念式典の開催【市民局・健康福祉局】（76,203千円） 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、規模を縮小し、参列者を被

爆者・被爆者遺族を始めとした招待者のみとしたが、プログラムについ

ては、ほぼ例年どおりで開催した。 

また、式典の挙行に適した環境の確保について実効性のある対策の検

討を行うに当たり、参列者向けのアンケート調査及び拡声機の音量測定

を実施し、その結果を踏まえ、デモ行進の実施団体との協議を通じて、

令和３年の式典の挙行に適した環境の確保に向けた合意とその遵守を担

保する方策を検討した。 

・ 参列者数：７８５人 

 

16 原爆被爆者動態調査【健康福祉局】（2,695千円） 

原爆による人的被害の実態及び被爆者世帯の被害状況を明らかにする

ために、本市が保有する被爆者情報に、新たに判明した原爆死没者や被

爆者健康手帳交付者情報などを整理・統合化した。 

〔令和２年度調査結果〕 

・ 原爆死没者数：３７万７，２１５人（この内８万９，０６５人は、     

昭和２０年死没者） 

・ 原爆死没者の増加数（前年度比）：５，６６６人（この内３５人は、

昭和２０年死没者） 
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17 原爆ドームの保存整備【都市整備局】（33,267千円） 

健全度調査（第８回）において、劣化等が確認された箇所について、

保存工事(第５回)を実施した。また、これに併せて健全度調査(第９回)

を実施した。 

 

18 本川小学校の平和資料館運営【教育委員会】（1,453千円） 

運営管理人を資料館に配置し、被爆した校舎や遺物等、展示資料の管

理や来館者対応等を行うことにより、被爆体験を継承する施設としての

充実を図った。 

 ・ 年間来館者数：７，３２９人 

 

19 袋町小学校の平和資料館運営【教育委員会】（2,985千円） 

運営管理人を資料館に配置し、被爆した校舎や遺物等、展示資料の管

理や来館者対応等を行うことにより、被爆体験を継承する施設としての

充実を図った。 

・ 年間来館者数：８，２５８人 

 

20 ピースツーリズム推進事業【経済観光局】（7,099千円） 

外国人旅行者等の市内での周遊を促進するため、主要な平和関連施設

を巡るルート等を紹介するＷＥＢサイトの運営やプロモーション等を

行った。 

 

21 広島ピースホステルネットワークの運営【経済観光局】（28千円） 

参加施設にて平和学習の場の提供や、ホームページやちらしにより参

加施設の情報発信を行った。 

 

22 比治山公園「平和の丘」に係る取組の推進【企画総務局・市民局・ 

都市整備局】（126,313千円） 

  エントランス広場等の整備に係る実施設計や現代美術館の改修・増築

工事、公園の環境整備として樹林の間伐やせん定などを行うとともに、

公園の管理運営手法等の検討を行った。 

 

23 国際平和拠点ひろしま構想推進連携事業【市民局】（167千円） 

  広島の復興プロセスに関する教材を印刷・配布し、県・市が主催する

研修・講座等で活用した。 
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24 平和記念資料館管理運営【市民局】（374,497千円） 

  平和記念資料館の施設の管理運営に加え、被爆の実相・平和に関する

資料の収集、保管、展示及び供用、平和学習や被爆体験の継承等平和を

考える場の提供等を行った。 

また、原爆被災に関する調査・研究やそれに基づく企画展の開催、ホ

ームページの充実による被爆の実相の発信力の強化を図った。 

（以上、指定管理業務（平成３０年度～令和２年度）） 

新型コロナウイルス感染症対策として、サーモグラフィ等導入による

入館者全員の検温、整理券配付等による入場制限などを実施した。 

〔入館者数〕 

  ３２万８，５９０人 

〔ホール利用件数〕 

１５４件 

〔企画展〕 

・ 被爆７５年企画展「広島平和記念資料館のあゆみ」 

第１部 令和２年７月２２日～令和３年２月２３日 

第２部 令和３年２月２７日～令和３年９月１３日 

〔新型コロナウイルス感染拡大に伴う臨時休館〕 

・ 令和２年４月１日～令和２年５月３１日 

・ 令和２年１２月１４日～令和３年２月７日 

 


